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Ｉ　開　　　題

　いま，産業合理化論について，あらためて根本的に検討し直そうと思い立 っ

たのには，つぎのような事由がある 。

　（１）従来の産業合理化論は，産業合理化の本質論を問題にする理論であ った

といえる。というのは，資本蓄積の危機，たいしは資本蓄積構造の危機に必然

する政府 ・独占資本の対応策こそ，産業合理化であるとしたところにある。資

本蓄積から産業合理化の必然性を説明してきたので，従来の産業合理化論は ，

資本蓄積論として展開すへきものとされてきた。しかし，実際には，資本蓄積

論としての産業合理化は，賃金 ・労働条件の改善が抑制され，場合によっ ては
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悪化することと，雇用の増加が押さえられるか削減されるかするというＶ（労

務費）部分の節約を中心に分析されてきた。もちろん，Ｖ部分の節約というこ

とだげでは，産業合理化を特徴つけるには，あまりに　般的に過きるために ，

労働市場におげる労働力の流動，再生産構造におげる産業基盤の変化を，資本

蓄積の危機的段階に結ぴつげて，　般的説明を補足してきた。このような産業

合理化論は，たとえば，産業合理化を労働力の流動と定着の二面性においてと

らえ，旧熟練の解体，不熟練労働者や　時的労働者と熟練労働者の置き換えを

基底に据えて，Ｖ部分の節約を説明するものがそうである。また，それは，エ

ネノレギー基盤の転換や科学 ・技術の新しい展開を動機，あるいは根拠とする産

業構造の変化においてとらえ，労働力の反発（失業）と吸引（就業）にもとづく

相対的過剰人口の累積をもっ て， 説明する場合もある。そこでは，労働力の下

方移動，労働力の停滞と滞留が，産業合理化論の主要な内容となる 。

　しかし，資本蓄積論である以上は階級関係の再生産を明らかにすべきである

のに，資本蓄積から説かれたとする従来の産業合理化論の内容は，以上述べて

きたごとく ，搾取論であるか，相対的過剰人口論かであ った。搾取論であれ ，

相対的過剰人口論であれ，いずれにしても資本蓄積論からすれぱその部分的位

置を占めるものでしかない。産業合理化論を資本蓄積論として構築する場合に

は， 資本の再生産を基底におき，剰余価値の資本への転化，資本主義的蓄積の

　般法則と歴史的傾向の道筋においてとらえるのが，ｒ資本論』にもっとも忠

実な方法である。この方法からすれば，従来の産業合理化論に欠除しているも

のは，資本主義的生産過程で再生産される資本家と労働者の関係という再生産

論の内容であるし，剰余価値の資本への転化についての内容である蓄積の大き

さを規定する事情についての例証，資本主義的蓄積の　般法則についての例証

におげる体系性の脆弱さであるといえる 。

　（２）さらに，従来の産業合理化論は，産業合理化が恐慌ないし資本主義の危

機を契機として展開するとしながらも，世界市場のレベノレまで上向させられた

論理を展開しているとは言い難いものであった。たしかに，恐慌を契機とする

産業合理化の進展を説くものもあるが，その場合の恐慌は，一国市場のもとで
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とりあつかわれるに過ぎたい。つまり世界市場のたかの世界恐慌として取りあ

げられるものでなく ，したか って，一国資本主義論という限界のもとで ，国家 ，

国際関係との関連も甚だ弱いものとたっている。そこでの国家は，国内市場の

枠を設定し，国際関係は貿易構造としてとらえられることを主要た内容とする

ものに過ぎたい。ただし，産業合理化を，国家独占資本主義の機構のなかでと

らえた分析はあるか，その場合にも，国家独占資本主義論そのものの理論的構

成に国際関係，世界市場 ・恐慌についての考察に弱点があるといえなくも泣い 。

　産業合理化論が，いわゆる危機対応として説かれ，国家独占資本主義の機構

に附随した産業合理化として理論構成される場合には，そこでの国家の理論的

な取り扱いは，政府 ・独占資本の政策として産業合理化をとらえるか，あるい

は， 体制としての国家に包摂された産業合理化をとらえるかである。ここで注

意をうながしておかねぱならないことは，国際関係と国際関係に規定される政

策との違いである。すなわち，国際関係のなかでとらえられた当事者国の分析

は， その当事老国問の関係それ自体，たとえはその関係の緊張度や関係変化自

体を対象とするものであ って，それゆえに次のレベノレの世界市場ないし恐慌の

分析まで進まねはならず，国際関係に規定される当事者剛こおける一国的政策

の分析に止まるへきではない。世界市場 ・恐慌のレヘノレのもとでこそ資本主義

の現実的分析は可能てあるのてあ って，それこそ一国資本主義分析としても正

しい分析というべきである。それに反して，世界市場 ・恐慌を外性因として一

国資本主義を分析することは，政策技術や経営技術の分析にとっ ては有効だが ，

資本主義経済の経済学的分析であるとは言い難い 。

　それでは，産業合理化論は，如何にあるべきか？　という間題に立ち帰るこ

とにしよう 。あらためて，この問題をとりあげるとすれば，つぎの諸点に配慮

する必要がある。１つは，産業合理化の経済理論としての理論的枠組みの設定 ，

２つは，その枠組みを規定している現実的な経済環境の認識，３つは，方法論

の問題として，経済的環境のもとで，相互に規定し合う諸条件の関係に位置づ

けられた産業合理化を，先に述べた各 レベルに分けてとらえることである。そ

して最後に，以上のような理論的展開が可能な現実的根拠として取りあげるべ
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き事象の選択である。この選択に当っては，歴史的経過と現局面の二重の位置

を考慮することカミ重要である
。

　かくして明らかにされる産業合理化論は，従来の理論と如何なるところに差

異があるといえようか。その差異は，凡ねつぎの諾点にあるといいうる 。

　（１）階級関係の再生産において，労働者を成層化し，全労働者の構成と配置

を生む揚定因を明らかにすること（金融寡頭制とその構造分析）。

　（２）追加投資に当 って，ＭＥ（マィクロェレクトロニクス）機器が導入される

場合において，資本蓄積の大きさを規定する事情を明らかにすること 。

　（３）そこでは，ＭＥ化によっ て削減される可変資本部分が，労働者の生活維

持に与える影響について，いいかえれば労働と生活の基準の現実的水準を観定

する諸事情を解明すること 。

　（４）ＭＥ化において，産業予備軍の累進的増加を，労働関係の捗態（個別的

と集団的），諾相 ・構造（労働法適用の場と適用基準）によって成層化されるとと
　　　　　　ユ）
もに労働制度のもとに統括された全労働者の実態として把握 ・解明すること 。

　以上の諸点は，産業合理化論を資本蓄積論として展開する場合に，従来にお

いて必ずしも充分に自覚されなかった論旨を明確にすることによっ て補足され

る内容である。しかし，間題は以上に尽きるものではない。資本蓄積の構造を

規定する事情としてとらえられた産業合理化は，いわば共時的分析であ って ，

資本蓄積の過程を観定するところの，いわは通時的分析と，どのように係わら
　　　　　　

２）

せるかの間題がある。この問題は，『資本論』第１巻第７篇ｒ資本の蓄積過程」

の構成における第２４章の位置に対比されるものである。資本の再生産と資本の

成立とに分けることによっ て， 資本の蓄積過程がより科学的に解明できるとい

う方法上の間題が，そこには含意されている 。

　そこで，　「新しい合理化」といわれる現段階の産業合理化を分析するには ，

共時的分析としては世界市場，国際関係，国家の諸事情のもとで，通時的には ，

共時的分析によっ て明らかにされる資本蓄積の構造において把握されるほかに

はたい。その場合に，通時的分析の内容と汰るのは，階級関係の内容であ って ，

その内容は，資本機能の制限と労働者権利の拡張とにおいて示されるものであ
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る。 こうして，小稿の課題がもつ拡がりと組み立てが決まっ てくる。あとは ，

組み立ての柱を，その柱が占める場所において，今日的な具体性において確定

することのみである 。

　　 １）労働契約を基礎とする労働関係を軸にして，労使関係は理解されるものと考え

　　　ている。契約関係を基礎にすることによっ て， 近代市民杜会の構成員として労働

　　　老が位置づけられることが，そこに示されている。労働者のこうした位置が，実

　　　質的なものとなるには，労使関係の制度化により労働と生活の基準を保障するこ

　　　とだけでは足りない。なぜなら，契約関係の外にある労働者や，契約関係の外に

　　　ある生活を，労使関係制度は捕捉できないからである。こうして，労使関係制度

　　　を杜会保障制度で補足することが必要となり ，そこに労働制度の成立が求められ

　　　 ることになる。労働制度によっ て， 労働と生活の基準が保障され，しかも，その

　　　保障水準は，労働者階級の権利状況を示すとともに，杜会国家の状況をも表現す

　　　 るものとなる。なお，詳しくは，拙稿ｒ現代資本主義の労働制度」（１），（２），『立

　　　命館経済学』第３３巻，第２ ，第４亭（！９８４年６月，１０月）を参照されたい 。

　　 ２）共時的，通時的という表現は，言語学たいし記号論の表現を意識したものであ

　　　る。しかＬ，純粋価値体系的な言語として，時問の作用から一旦切り離して捉え

　　　た各要素の相互依存関係（共時態）と，個々の要素の辿る変化の歴史（通時態）

　　　を分けて研究する言語学（丸山三郎編『ソシ ューノレ小事典』大修館書店，１９８５

　　　年，７３～７４ぺ一ジ）と全く同一の論理を考えているわけではない 。

］Ｉ　現代資本主義におげる産業合理化の位置

（１）積極的調整政策と産業合理化

　個別資本の問の競争による産業合理化をとらえるまえに，総資本として産業

合理化が必要となった点を確認したうえで分析を始めることを明言しておかね

はたらない。もし，個別資本の競争から産業合理化を説くとすれは，競争があ

る段階に限るものでないことから，たとえぼ産業合理化が生産性向上運動とし

てある時期に背景をもっ て始まっ たという歴史的事実と照合しなくたるであろ

う。 つまり ，個別資本の競争が資本主義経済をとおして存在する以上，産業合

理化にたいし特別に段階的た意味を与えたり ，背景の事情との関連を見ること
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を不可能にするだろうからである 。

　産業合理化を個別資本の競争からとらえるのでないとすれは，それは世界市

場・ 世界恐慌からとらえる以外はない。とい っても，恐慌自体の中で産業合理

化を直接にとらえることではたい。恐慌を契機とする世界市場の変動（縮小と

構造変化）過程において，産業合理化をとらえるということである。いうなれぱ ・

恐慌と経済の停迷が，国際関係の緊迫化を通して，資本主義諸剛こたいし景気

循環的変化に止まること恋く構造的変容を迫ることにな って，産業合理化は登

場するのである。そこで明らかにされねぱならたいことは，世界市場の環境変

化に対応する資本主義諸国の経済調整の方向に観定された産業合理化である 。

この経済調整の方向にかかわる２つの政策がある。すなわち，輸入の数量 ・価

格規制，局関税賦課，輸出の自主観制，市場秩序緯持協定，相殺関税，その他

非関税措置や保護貿易措置をもっ て対応する短期的 ・消極的措置からなるｒ消

極的調整政策」（Ｎｅｇａｔ１ｖｅ　Ａｄ］ｕｓｔｍｅｎｔ　Ｐｏ１・ｃｙ）と，市場 メカニ ズムを最大限に活

かしつつ，諸変化に対応した経済構造を促進しようとするｒ積極的調整政策」

（Ｐｏｓ１ｔ１ｖｅ　Ａｄ】ｕｓｔｍｅｎｔ　Ｐｏ１１ｃｙ）とである（経済協力開発機構編 ・目本経済調査協議会訳

『積極的調整政策　先進副こおける産業構造調整への提言一』，金融財政事情研究会 ，

１９８４年，２１０～２１２ぺ一ジ）。 経済調整の方向と産業合理化が結びつけられる場合 ・

その前提には貿易が福祉国家にとっ て政策上の重要な役割を与えられていると

いうことがある。そこで，福祉国家という政策目標のために，貿易にたいする

国家介入が是認される。１９７３年の第１次石油危機以後に景気が世界的規模で停

滞する中で登場してきた新保護主義と，福祉国家の政策とが，深くかかわ って

いるという主張がある。もちろん，新保護主義が産業調整を課題として登場さ

せるためには，世界貿易の構造変化，先進工業国と発展途上国との問の経済的

相互依存関係の深化や，そのもとで景気が停迷するという背景があ った・こ

うして登場した貿易政策の新しい内容は，輸入品にたいする関税，課徴金，輸

出補助金，輸入数量制限などの従来の措置に代わって，非関税障壁が政策手段

とたってきたことに示されている。それは，先進工業国において，産業調整を

遂行する場合に，貿易政策との斉合性が必要となってきたことと結びついてい
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る（梅津和郎ｒ産業調整（Ｐ　Ａ　Ｐ）と貿易政策』新有堂，１９８０年，４～９ぺ 一ジ）。

　貿易構造の変化，先進工業国と発展途上国との問の経済的相互依存関係が強

化されるもとで・しかも杜会福祉国家を目標とする先進工業諸国がとる新保護

主義の貿易政策が，発展途上国からの軽工業製品輸入による先進工業国の国内

産業への影響からくる先進工業諸国問の対立を呼ぴ起こす。この対立を防止す

るには，先進工業諸国の問で，産業調整に支障のないように，発展途上国から

の軽工業製品輸入数量および価格について合意を成立させる必要がある。さら

に， この産業調整計画と結びつけて，先進工業諸国問で貿易政策の内容を一致

させておかねぱたらない。このようた貿易政策は，産業構造を調整するために

許され，合意されたものとして積極的調整政策と呼ぼれる 。

　しかし，１９７３年におげる第１次石油危機，その後のイソフレをともなうリセ

ヅノヨソ，さらには賃金スパイラノレ と続いて起こっ た１９７９年の第２次石油危機

が， 構造調整の必要性を大きくしたことで，その調整を困難にした。この構造

調整を困難にしたのは，それぱかりではない。１９８０年代において，先進工業諸

国の経済杜会が硬直化し，経済問題の解決にむけて積極的に取り組む能力や意

欲が減退したからである（前掲ｒ積極的調整政策』１０～１１ぺ一：／）。 先進工業諸国

の適応性を危うくする恐れのある硬直性には，４つの基本的起源があるとされ

る。 すなわち，ｒ第１にそれらは垣常的な雇用の高水準時代に発展した態度や

制度が，１９７０年代の全面的に変化した時代にな っても，徐々にしか改められな

かっ たことを反映している。第２に，それらは公共部門と，それ自体はどれほ

ど望ましいものであ っても，時として労働や貯蓄や投資意欲に思わぬ逆効果を

及ぼすような，杜会計画や規制といったものの急速な成長を反映している。第

３に，それらは所与の生産と雇用の構造を温存することによっ て構造変化の杜

会的影響を避げようとするような政府の企図から生じている。第４に，そして

最も重要なことであるが，緩慢な成長それ自体が構造調整を一層困難にするの

てある」（同上圭，１１ぺ一ソ），という 。このような経済およぴ杜会の硬直性のゆ

えに，市場経済が十分に機能しえないというわげである 。

　停滞した経済のもとでは，「特定の活動の絶対的な縮小を必要とする」（同上書
，
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１２ぺ一ソ）し，したがって，構造変化を不可避とすることになる。適応の過程

は， 拡大しつつある経済においてはこの適応過程の摩擦が相対化されて成長率

の中に吸収されるのにたいし，停滞した経済においてはこの適応過程の摩擦は

構造変化として表立って表われるのである 。

　このように，経済成長と構造調整との間には相互関係があるという前提にた

って，次のような結論が導かれる。すなわち，「持続的なイソフレたき成長を

回復するためには，供給サイドの有効た政策によっ て補足された適切な需要管

理が必要であることは明らかである。それゆえ政府は意識して積極的調整政

策を追求し，変化に直面している市場の柔軟性と弾力性を高める必要がある」

（同上書，１２ぺ 一ソ），と。この積極的調整政策は，競争的な制度のもとで市場機

能が十分に発揮されることによっ て， 構造調整は円滑に進むという立場に立 っ

ている。もちろん，実際には市場機能を十分に果たさせたい事情が存在してお

り， だからこそ市場の柔軟性と弾力性を高める施策を政府が追求すべきだとい

うことになる。市場機能を十分に果たさせない事情から生じた市場の失敗にた

いし，政府は，この市場の失敗を修復することよりも競争制度の機能を高めて
，．

市場の柔軟性や弾力性を増加させる方を選択すべきだというのが，積極的調整

政策の主張である 。

　積極的調整政策における構造調整では，政府の役割は，適当な政治的杜会的

環境づくりと市場運営の基本ノレーノレづくりのほか，「政府の介入が積極的な貢

献をなし得ることが確かなとき」（同上書，１３ぺ一ジ）において期待されている 。

個々の投資家と労働者が容易に中期的見通しを立て，それを保持しうるようた

政治的杜会的環境やマクロ 経済の安定に貢献することが，政府に期待されてい

る役割である。このような条件，すなわち個々の投資家や労働者の意志決定に

影響する基調的トレソトが安定しておれは，ミクロ 経済の硬直性は回避できる

というのである。資本と労働の移動性，需要，技術または価格の変化に柔軟に

適応できるミクロ 経済は，マクロ 経済の均衡の道筋に比較的容易に歩調を合わ

すことができ，したがって構造調整を円滑に進めることができるということが，．

この主張の内容である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８）
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　ところで，競争的な制度の機能を高め，それによっ て市場制度が適切かつ積

極的に機能するためには，「国際環境が適当に安定していることと，市場の参

加者が，貿易と支払に関するオープソな多国問システムの維持を確信している

こと」（同上書，１４ぺ一ジ）を必要としている。この前提条件は，現実には非常

に厳しいものである。というのは，国際通貨制度が変動相場制に移行し，為替

の自由化が進んだことによっ て，一国の，とりわげアメリカの財政 ・金融政策

が他国のマクロ 経済に，与える影響は大きくたったからである。すなわち，ア

メリカが資本主義諸国の盟主としての位置を，軍拡と対ソ強硬姿勢によっ て保

持しようとし，大幅な赤字財政と高金利 ・ド ノレ高を基調とする政策をとり続げ

ていることが，貿易赤字を累増させ，貿易上のみに限らず経済上の摩擦を同盟

国との問に生んできている。発展途上国との問ばかりか，先進工業国との問に

経済的摩擦を生んでいるのが，今目の国際環境におげる厳しさの一端を示して

いるといってよかろう 。

　さて，積極的調整政策は，マクロ 経済的には国際環境の厳しさに影響されて

構造調整を余儀なくされ，福祉国家の政策を維持するための保護貿易主義は自

由貿易主義との問で動揺を激しくしてきている。たとえば，目米貿易摩擦にみ

るように，目本側にはいっそうの市場開放が求められながら，アメリカ側では

保護主義の胎頭が著しくなってきているように，その問の動揺は激しい。白由

貿易市場の確保が不可欠でありながら，保護貿易主義の誘惑を捨て切れないと

いう矛盾，それは，新保護主義によっ て産業調整の時を稼ぎつつ自由貿易市場

を維持しようというもので今目におげる基本的経済戦略である。このような戦

略は，アメリヵの世界戦略（軍拡と対ソ強硬路線）にもとづく財政 ・金融政策

（ポリシー・ ミックス）とも，整合しているものである。また，自由貿易主義と

保護貿易主義の問を揺れ動く新保護主義の矛盾は，アメリカの戦略転換によっ

てではなく ，同盟国側の負担と責任によっ て解決されねぱたらないとするとこ

ろに国益という点からみての１つの間題がある 。そこで，国益の内容を点検す

るために，この同盟関係の政治的軍事的意味が，当事者国としてあらためて問

われねぱたらないのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（９）
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　アメリカの同盟国としての目本にとっ て， 福祉国家の政策をとり続けながら ，

必要な構造調整たかんずく産業調整のために求められる新保護主義は，アメリ

カの世界戦略からくる要請を受げ入れて修正されざるをえたい。新保護主義が

国際環境に規定されて修正されれぼ，構造調整はその広がりと深さ，そして進

行の速さと方向を規定されることになる。アメリカの対目要求は，輸入市場の

開放，金融の自由化，軍事技術の共同研究開発なと，貿場政策の範囲を超えて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
産業政策に係わるものといってもよいであろう 。この場合の産業政策の特徴は ，

経済成長と生産性の向上，対外競争力の向上という目的にそ った
‘‘

サプライ ・

サイト” の政策だということになる。しかし，停滞した経済のもとでは，この

産業政策は産業調整，ひいては産業転換による資源，資金，労働力の効率的配

分を追求するものである。それにまた，競争的な制度による市場機能に依存せ

ず， 政府の介入によっ て調整の速度を上げようとするのも，産業政策である 。

　産業政策は，その内容として，労働調整，市場機能の補足，産業転換計画な

どの対策をふくんでいる。こうした産業政策，国際環境に規定された産業調整

政策として産業合理化が進められるが，それは政府の施策によっ て誘導される

ものである。そして，この誘導によっ て個々の経営におげる具体的な産業合理

化が進行するのである。かくして産業合理化は，積極的調整政策による産業調

整と，その経営における具体的た産業合理化現象とを区分したうえで，その２

つのレベルを合わせたものとしてとらえるべきものといえよう 。

１）産業政策は，労働調整を容別こする対策（転職手当，工場閉鎖通告，地域援助

　プ ログラム，他の構造変革 フロ グラム），市場の不完全性を是正する手段（研究

　開発政策，主要な連結型産業に対する政策），長期的たプ ロジ ェクトに対する生

　産的投資の促進策（高リスクの貸付け，海外市場開発の促進，中小企業向けのプ

　ロ グラム），政府の政策を調整する手段（政府の研究開発と調達，政府の資本市

　場管理，取引観制，保護規制）を内容とする（アイラ ・Ｃ ・マガジナー ロバー

　ト ・Ｂ ・ライシ ュ著，天谷直弘監訳，中岡望，塩崎恭久，永岡洋治訳『アメリカ

　の挑戦一目米欧の企業戦略と産業政策一』東洋経済新報杜，１９８４年，第２３章）。

　　また，わが国の通産行政によっ て産業政策の内容をみると，以下のとおりであ

　る。物価 ・流通 ・消費者対策，資源エネルギー対策，公害保安立地対策，中小企

　業対策，産業構造対策等，鉱工業技術振興対策，貿易振興及び経済協力対策，そ

　　　　　　　　　　　　　　　（１Ｏ）
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の他というのが，予算項目からみた内容である（通商産業省編ｒ通商産業行政四

半世紀の歩み一通商産業省２５年誌一』通商産業調査会，１９７５年，第Ｉ部第３章よ

り）。 なお，ｒ通商産業省３０年誌』では，１９７５年度以降の予算項目が整理し直され

ているが，そこでは，立地環境対策と消費生活の安定が一体化され，産業構造対

策と技術振興対策とが新しい内容を与えられている（通商産業省編『通商産業省

３０年誌』通商産業調査会，１９７９年，７３～７８べ一ジ）。

　産業構造審議会の答申ｒ８０年代通商産業政策のあり方」（１９７９年３月），いわゆ

る「８０年代の通産政策ビジ ョソ」は，１９８０年代の望ましい産業構造の方向が高次

の技術と創造性豊かた労働力を結集して，ｒ創造的知識集約化」を進めることと

している 。そして，それによっ て， （！）世界経済との調和を図りつつその発展に貢

献すること ，（２）変容しつつある国民の 二一ズに対応し，（３）エネルギー制約の克服

に役立ち，（４）経済安全保障に資するものであることとしている（通商産業省 ・産

業構造審議会編ｒ８０年代の産業構造の展望と課題』通商産業調査会，１９７９年，３

べ一ジ）。 この答申にもとづいてｒ８０年代の産業構造の展望と課題」が作成され

た。 いまや，産業政策の手段として，政策金融，税制措置，国による直接実施

（たとえぼ技術開発の推進），行政指導とともに，ピジ ョソが政策手段の重要な位

置を占めるようになったことが，今目の段階の１つの特徴をなしている（通商産

業行政研究会編著『通商産業』（１），現代行政全集１４，ぎ ょうせい，１９８３年，７７～

８０ぺ一ジ）。 また，このような８０年代のビジ ョソにそ った産業構造政策は，ｒ動態

的比較優位基準」，「国民二一ズ充足基準」，ｒ省エネ ノレギー・ 省資源基準」，「セキ

ュリティ 基準」をもち，しかも相互にトレードオフの関係に立つこともあるこれ

らの基準をもとに最適ビジ ョソを追求するものである（同書，４２７～４２８べ一ジ）

という 。

（２）社会経済計画と産業合理化

　積極的調整政策においては，マクロ 経済の安定がミクロ 経済の柔軟性によっ

て助げられるとされている（経済協力開発機構編，前掲書，１３～１８べ一ジ）。マクロ

経済の状態が，価椿の安定，高水準の雇用，需要の不断の増大，対外均衡にあ

る場合は，変化にたいし市場が自発的に反応するうえで有利である。しかし ，

イソフレと失業が同時進行し，停滞的な経済と対外不均衡が生じている局面で

は， 移動性のある労働と資本とを持ち，需要，技術または価格の変化に柔軟に

適応することができるマクロ 経済の柔軟性の助けを借りねぱならたいことにな

る。 それゆえに，個別企業にとっ て市場条件に促される経営合理化とは区別さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ１）
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れるところの，マク肩 経済との関連に規定されたミクロ 経済の柔軟性が追求さ

れるものとしての産業合理化が把握されるべきティメソンヨソが成立するので

ある。産業合理化は，たんに経営合理化のために柔軟性を追求するのではなく ，

ミクロ 経済の柔軟性によっ てマクロ 経済の安定を助げるというのであるから ，

最適ビジ ョソを実現するための計画と一体の関係にあるものとなる。この最適

ビジ ョソ実現の計画は，市場メヵニ ズムに依存することを基本としつつも，非

市場メカニ ズムをも包括していることによっ て， 経済計画にとどまらず杜会計

画でもあらねぱたらたい。この意味において，最適ビジ ョソ実現の計画は，杜

会経済計画である。また，計画のこのような性格によっ て， 市場，非市場にお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
げる個々の主体，とりわげ企業には，杜会的責任が求められることになる 。

　そこで，杜会経済計画と産業合理化とを以上のような関連でとらえた場合，

直接 ・具体的な分析としては，産業政策で画かれる「ビジ ョソ」の実現にたい

して経営合理化と構造転換の基準の適合状況をとりあげる必要が生じることに

なる。もちろん，「計画」とｒビジ ョソ」との照応関係についての分析から始

められるべきではあるが，ここではそれを直接の課題とすることはできない 。

その分析は，別の機会に譲ることにしたい。そこで本稿では，ｒビジ ョソ」と

政策的誘導基準にもとつく産業合理化，すなわち個別企業の経営合理化にたい

する外的規制因として作用する基準に誘導された産業調整を，分析対象として

とりあげることにする 。

　ｒビジ ョソ」としては，いわゆる「８０年代の通産政策ビジ ョソ」（１９８０年３

月），「８０年代の産業構造の展望と課題」（１９８０年１１月），「８０年代の地域産業ビジ

ョソ」（１９８１年８月），「８０年代の紙 ・パノレプ産業ビジ ョソ」（１９８１年３月），「８０年

代の情報産業ビジ ョソ」（１９８１年６月）がある。そのほかに特定機械情報産業振

興臨時措置法（１９７８年７月公布）にもとつく「高度化計画」や特定不況産業安定

臨時措置法（１９７８年５月公布）にもとつく「安定基本計画」などもヒショソとし

ての性格をもっ ている。このようなビジ ョソは，政府と民問企業との目々の意

見交換，各産業や産業構造の分析，言論界の論調をべ一刈こして審議会たどで

の論議を経て作成されるものである。したがって，これらのビジ ョンは，民間

　　　　　　　　　　　　　　　　（１２）
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経済の実態と変化の方向を十分に踏まえており ，「産業界，金融界をはじめ ，

各界に広く受容され，国民各層の コソセソサスの形成や，将来の不透明要因の

除去を通じて市場の活性化に寄与している」（前掲，ｒ通商産業』（２）， ７８ぺ一ジ）も

のであるという 。

　そこで，いわゆる「８０年代の通産ビジ ョソ」にそう産業構造政策において ，

構造調整の課題を遂行する産業合理化について検討を加えることにしよう 。ま

ず， そのためには，構造調整，ないしは産業調整の課題を明らかにしたうえで ，

この課題を個々の経営活動によっ て遂行し実現するための基準とそれによる最

適ビジ ョソヘの誘導過程を解明することにしよう 。

　「創造的知識集約化」を推進し，（１）世界経済の調和とその発展への貢献（動

態的比較優位基準），（２）生活の質的向上を求める国民二一ズヘの対応（国民二一ズ

充足基準），（３）エネ ノレギー面での脆弱性の克服（省エネルギ ー， 省資源基準） ，（４）経

済の長期的発展基盤の培養と経済的安全の確保（セキ ュリティー基準）を達成す

ることか，「８０年代の通産政策ヒソヨソ」の示す産業調整の方向である（前掲

ｒ通商産業』（１），４２７ぺ一ジ）。 この「創造的知識集約化」の産業調整に当 っては ，

知識集約型産業を主導産業として発展させると同時に，各産業間においても製

品， 生産工程の知識集約化を推進する（同上書，４２８ぺ一ソ）必要かある。知識

集約型産業を主導産業として発展させる場合，「創造的知識集約化」の産業別

展開は，杜会経済計画によっ て示されるマクロフレームおよび生産構造を前提

にした調整において進められる。いま，「８０年代の産業構造の展望と課題」が

想定している生産構造を示せぼ，第１表および第２表のとおりである 。基礎資

材産業よりも加工組立産業の構成比が高くなると予想されている。さらに，第

１次産業でも，省カ化を中心とした設備投資の進捗，農業のシステム 化， 装置

化， 第２次産業では，技術進歩，生産システムの改善で直接部門のウエイトが

逓減し，新製品の開発，複合技術の導入に必要な企画，研究，エソソニアリソ

グなどＲ＆Ｄ部門の役割が増加する。第２次産業部門のうち加工組立産業の

相対比が，エネ ノレギー関連投資，生産設備の高性能化，多様化，多角的な知識

集約化のための複合的応用技術の導入，情報処理機器の整備によっ て高まる 。
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また，新材料の開発，技術の一層の集約化，高付加価値による最終需要構造の

変化に対応することによっ て， やがて予想される生産額の伸び率低下のもとで

も相対比を緯持するものと期待されている。生活関連産業では，消費者二一ス

の多様化，個性化に対応して全体の生産額の伸びと同程度の推移が期待されて

いる。第３次産業では，特に流通 ・サーヒス関連産業たとにおいて，機械化 ・

合理化が難しかったのが，情報機器の活用によっ て， 工業化が進み，知識集約

第１表　生産構造一１（経済活動部門分類）

　　　　　　　　　　　　　（昭和５０年価格，単位 ：１０億円，％）

昭和４０年 昭和４５年 昭和
（ユ９６５）

構成比 （１９７０）　　構成比 （１９７５）

基礎資材産業（注１） ２１ ，８６６ １４．４ ４７，９０１ １７．７ ５４，６４３

加工組立産業（注２） １４，５１２ ９． ５ ３４，９６９ １２．９ ４０，７６３

生活関連産業（注３） ２９，４３４ １９ ．４ ４５，０４９ １６ ．７ ４９，３５９

建　設　業 １５，１７１ １０．１ ２７，２８１ １０．１ ３４，０７４

商　　　　業 １１ ，５０３ ７． ６ ２３，４７５ ８． ７ ３０，０５３

サーピス 業
（２２，８８１） （注５ １５ ．１ （３６，２０１）（注５） １３ ．４ ４６ ，９７０

そ　　の　　他（注４） ３６，４０６ ２３ ．９ ５５，２８３ ２０．５ ７６，３６９

合　　計 １５２，０１９ １００．０ ２７０，１６０ １００．０ ３３２，２３１

５０年 昭和５３年 昭和６５年 ６５／５３年平均伸び率

構成比
（１９７８）

構成比
（１９９０）

構成比
（％）

１６ ．４ ６３，１４８ １６ ．５ １０５，６０７ １４．７ ４． ４

１２ ．３ ５２，４６３ １３ ．７ １１９，０８３ １６．６ ７． １

１４ ．９ ５５，６２５ １４．５ ９５，３３３ １３ ．３ ４． ６

１０．３ ４０，５８３ １０．６ ７７，２７４ １０ ．８ ５． ５

９． ０ ３５，９５５ ９． ４ ６４，５８７ ９． ０
５． Ｏ

１４．１ ４９，５７９ １２ ．９ １０４，９８７ １４．６ ６． ５

２３ ．０ ８６ ，０５３ ２２．４ １５１ ，６１５ ２１ ．１ ４． ８

１００．０ ３８３，４０６ １００．０ ７１８，４８８ １００．０ ５． ４

（注）　１　基礎資材産業には，鉱業，化学（化学繊維及び化学繊維原料を除く 。），石油 ・石炭製晶，窯業 ・土石 ，

　　鉄鋼，非鉄金属及び金属製晶を含む 。
　　２　加工組立産業には，一般機械，邑気機械，輸送機械及ぴ精密機械を合む 。

　　３　生活関連産業には，食料品，繊維（化学繊維及び化学繊維原料を含む 。），紙 ・パルプ及びその他製造業

　　を合む。
　　４　その他には，農林水産業，電力 ・ガス ・水道，金融 ・保険 ・不動産，運輸，通信及びその他を合む 。

　　５　昭和４０年及び４５年における公務部門の概念定義は，他の年と一部異なる 。
（資料）行政管理庁他ｒ昭和４０－４５－５０年　接続産業連関表」，ｒ昭和５０年基本表」，通商産業省ｒ昭和５３年延長表」。

（出所）通商産業省 ・産業構造審議会編『８０年代の産業構造の展望と課題」通商産業調査会，、
１９８１年，８～９ぺ一

　　ジより 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ４）



　　　　　　　　　　　現代産業合理化論序説（１）（三好）　　　　　　　　　　　　ユ５

型生産構造の実現に寄与していくものと期待されている（前掲ｒ８０年代の産業構

造の展望と課題』，７～１１ぺ一ジ）。

　産業構造にとっ て， その調整要因となるのは，省エネ ノレギー 脱石油化を要

請するエ不ルギー制約と，「創造的知識集約化」の基盤となる技術革新である 。

しかも，これらの要因カミ作用するに当 って，設備投資の健全な伸長が影響する

し， 産業構造の変化は就業構造を変えることにもなる。産業調整において，こ

のようにエネ ノレギー 技術，資本，労働という主要生産要素が，産業構造の変

第２表生産構造一２（エネルギー需要部門分類）

　　　　　　　　　　　　　　（昭和５０年価格，単位 ：１０億円，％）

昭和４０年 昭和４５年

（１９６５）

構成比
（ユ９７０）

構成比
１．

産業部門
９５ ，０７１ ６２ ．５ ユ７１ ，９３３ ６３ ．７

うち基礎資材産業
（注１） １５ ，１８４ １０ ．Ｏ ３４，０９９ １２．７

加工組立産業
（注２） １６ ，８５３ １１ ．１ ４０，３１３ １４ ．９

生活関連産業
（注３） ２９ ，０４７ ！９ ．１ ４４，３２６ １６ ．５

・民生業務（瓢姦言鑑嚢輸） （５０，１９３） （注４） 　　３３０ （８７，０６７） （注４ ３２ ．２

３．

運輸（自家運輸を含む）
（６ ，７５５） （注５）

　　４４
（１１ ，１１０） （注５ ４． １

合　　　　　　　計 １５２，０１９ １００ ．Ｏ ２７０，１６０ １００ ．Ｏ

昭和５０年 昭和５３年 昭和６５年 ６５／５３年平均

（１…）１構成比 （・…）１構成比 （・…）１構成比 伸び率（％）

１９７，１３３ ５５ ．３ ２３１ ，８３６ ６０ ．５ ４２１ ，５９９ ５８．７ ５． １

３７，９５８ １１ ．５ ４４ ，９５０ １１ ．７ ７４，５６２ １０ ．４ ４． ３

４７，０１７ １４ ．２ ６０，１７７ ユ５ ．７ １３５，６１４ １８ ．９ ７． Ｏ

４８，６３９ １４ ．６ ５４，４０９ １４ ．２ ９３ ，２１４ １２．９ ４． ６

１１５，５１８ ３４ ．８ １２９ ，１７６ ３３ ．７ ２５５ ，３６９ ３５ ．５ ５．
８

１９ ，５８０ ５． ９ ２２，３９４ ５． ８ ４１ ，５２０ ５． ８ ５． ３

３３２，２３１ １００ ．Ｏ ３８３，４０６ １００ ．０ ７１８，４８８ １００ ．０ ５．

　４

（注）１．基礎資材産業には，化学（化学繊維及び化学繊維原料を含む
。）
，窯業 ・土石，鉄鋼及び非鉄金属を含む 。

　　２．加工組立産業には，金属製品，一般機械，電気機械，輸送機械及び精密機械を合む。
　　３．生活関連産業には，食料晶，繊維（化学繊維及び化学繊維原料を除く

。）

，紙 ・パルプ及びその他製造業

　　を合む 。

　　４．昭和４０年及び４５年における公務部門の概念定数は，他の年と一部異なる 。

　　５．昭和４０年，４５年は自家運輸を含まない 。
（資料）行政管理庁他「昭和４０－４５－５０年　接続産業連関表」，「昭和５０年基本表」，通商産業省「昭和５３年延長表」。

（出所）第１表に同じ 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１５）
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化と係わっているのである（同上書，４～５ぺ一ジ）。

　そこで，エネ ノレギーについての簡単た検討から始めよう 。

　エネ ノレギー消費の伸長と石油依存度の増加のなかで，先進国に比べて産業

（製造業）用需要比率が高いエネ ノレギー需要構造が，わが国の特徴とな っている

（第３表）。 産業用需要比率が高いのは，基礎資材産業の比重が大きいことと ，

民生用その他の需要において家庭エネ ノレギー消費が低かったという歴史的事情

などによるものであ った（前掲ｒ８０年代の産業構造の展望と課題』，１８～２０べ一ジ）。

したが って省工不ノレギー 脱石油化は，産業調整の方向が加工組立産業の比率

を高め，「創造的知識集約化」を目指すことを通じて求追されるのである。こ

うして，生産構造に占める基礎資材産業の比率が低下し，他産業に比へて相対

的に大きな省エネ ノレギー化（工程転換にょる純需要減と廃熱 ・エネ ノレギー転換 ロスの

低減），脱石油（石炭 ・天然ガ刈こよる代替）が進められる。工程転換では，連続

鋳造，連続焼鈍方式の導入 ・普及，廃エネ ノレギーロスの低減では熱動力併給 ，

変換 ロスの低減としては省エネ ノレギー型エチレソ製造設備，同低密度ポリェチ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
レソ製造設備の導入などを，その例としてあげることができる。もちろん，生

活関連産業，加工組立産業，民生（業務 ・家庭）部門においても，省エネ ノレギー

化が進められることは勿論のことである 。

　エネルギー制約は，経済安全保障の観点から重要た政策課題とされる 。１９７３

年の第１次石油危機以降，エネノレギーの供給制約にたいする対策の必要性が痛

感され，省エ子ノレギー政策，石油の安定供給確保，石油代替エネ ノレギー開発 ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
導入の促進を整合的に行たう総合エネ ノレギー政策が進められることにた った 。

総合ニネ ノレギー政策におげる省エネ ノレギー対策としては，「エネ ノレギーの使用

の合理化に関する法律」（１９７９年制定）を中心に，省エネルギー設備投資にたい

する金融 ・税制上の助成措置，財団法人省ユネ ノレギーセソター設置と普及啓発

活動，省エネルギー技術研究開発（ムーソライト計画）の推進，石油消費節約対

策の周知徹底たどの措置がとられた。なかでも，金融，税制上の助成措置は ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
改善，付加設備の普及を促進することになった 。

　金融上の財政措置としては，目本開発銀行，中小企業金融公庫，国民金融公

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６）



　　　　　　　　　　　　　　現代産業合理化論序説（１）（三好）　　　　　　　　　　　　１７

庫の融資制度に省エネルギー設備投資の融資枠が設げられ，逐次その拡張がは

かられた（前掲ｒ通商産業』（２），２０１～２０２ぺ 一ジ）。 税制上の助成措置としては ，

　　　　　　　第３表　主要先進国のエネルギー需要部門別構成の推移
（１９６０年）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：石油換算億ｋ１，％）

産　　業 輸　　送
民生 ・その他（農林
，公共サービス ，

合　　計
（製造業）１構成比 ，

１構成比
家庭他）

構成比
」構成比

日　　本
０． ５７１ ６６ ．２ ０． １３６ １５ ．８ ０． １５７ １８ ．１ Ｏ． ８６３ １ １００

アメ　リ　カ
３． ９７ ４０ ．２ ２． ５０ ２５ ．３ ３． ４１ ３４ ．５ ９． ８９ １００

西ドイツ
Ｏ． ６８４ ５３ ．３ ０． １７７ １３ ．８ Ｏ． ４２１ ３２ ．９ １． ２８ １００

フラソス
０． ４４４ ５３ ．２ Ｏ． １３３ １６ ．Ｏ Ｏ． ２５６ ３０ ．８ ０． ８３３ １００

イギリス
Ｏ． ６７８ ４３ ．９ Ｏ． ２３０ １４ ．９ Ｏ． ６３６ ４１ ．２ １． ５４ １００

イタリア
０． ２６８ ５６ ．１ ０． ０７９ １６ ．４ Ｏ． １３２ ２７ ．５ Ｏ． ４７９ １００

ＯＥＣＤ計
７． ６８ ４４ ．Ｏ ３． ７５ ２１ ．７ ５． ８６ ３３ ．９ １７．３ １００

（１９７３年）

産　　業 輸　　送
民生 ・その他（農林
，公共サービス ，

合　　計
（製造業） 構成比 構成比 家庭他）ｉ構成比 構成比

目　　本
２． １０ ６３ ．１ Ｏ． ４１６ １２．５ ０． ７９２ ２３ ．８ ３． ３３ １００

アメ　リ　カ
６． ６４ ３８ ．４ ４． ３１ ２４ ．９ ６． ３４ ３６ ．７ １７．３ １００

西ドイツ
１． ２２ ４８ ．Ｏ Ｏ． ３６３ １４ ．２ ０． ９６３ ３７ ．８ ２． ５５ １００

フラソス
Ｏ． ８０４ ４６ ．１ Ｏ． ２９８ １７．１ Ｏ． ６４４ ３６ ．９ １． ７５ １００

…

イギリ　ス
Ｏ． ９０９ ４３ ．９ Ｏ． ３３３ １６ ．１ ０８２７ｉ ４０ ．Ｏ ２． ０７ １００

イタ　リ　ア
０． ６９２ ５３ ．１ Ｏ． ２１３ １６ ．３ Ｏ． ３９３ ３０ ．５ １． ３０ １００

ＯＥＣＤ計 １５ ．４ ４４ ．４ ７． １０ ２０ ．４ １２．３ ３５ ．３ ３４ ．７ １００

（１９７８年）

産　　業 輸　　送
民生 ・その他（農林
，公共サービス ，

合　　計
（製造業） 構成比 １構成比 家庭他）！構成比

構成比

目　　　本
２． ０２ ５８ ．７ Ｏ． ５１８ １５ ．Ｏ Ｏ． ９０７ ２６ ．３ ３． ４５ １００

アメ　リ　カ
５． ９７ ３３ ．６ ４． ９７ ２８ ．Ｏ ６． ８２ ３８．４ １７ ．８ １００

西ドイツ
１． ０８ ４１ ．９ ０． ４１８ １６ ．２ １． ０８ ４２ ．Ｏ ２． ５８ １００

フラソス
０． ７６９ ４１ ．８ Ｏ． ３４６ １８ ．８ Ｏ． ７２７ ３９ ．５ １． ８４ １００

イギリス
０． ７８４ ３９ ．９ Ｏ． ３５４ １８ ．０ Ｏ． ８２９ ４２．１ １． ９７ １００

イタ　リ　ア
Ｏ． ６４１ ４８ ．２ Ｏ． ２４５ １８ ．４ Ｏ． ４４５ ３３ ．４ １． ３３ １００

ＯＥＣＤ計 １４ ．２ ３９ ．６ ８． ２１ ２２ ．９ １３ ．４ ３７．５ ３５ ．８ １００

（注）　１　非工矛ルギ需要は，製造業に合めた 。

　　２　電力は，電力１次エネルギー換算値として掲げられた数値を用いた 。
（資料）Ｅｎｅｒｇｙ　Ｂａ１ａｎｃｅｓ　ｏｆ　ＯＥＣＤ　Ｃｏｕｎｔｒ１ｅｓユ９７４／ユ９７８等（ユＭＴＯＥ（石油換算百万トン）＝００１０６４億石油換

　　算ｋ１として換算した
。）

（出所）前掲「８０年代の産業構造の展望と課題』ユ９ぺ一ジより 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ７）



１８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３４巻 ・第１号）

エネルギー対策促進税制（当該設備にたいする税額控除制度または普通償却に加えて

特別償却ができる制度のいずれかの適用を認める）と由定資産税の軽減（地方税にお

ける固定資産税の課税標準の特例制度）の措置がとられた（同上書，２０２～２０３ぺ 一ジ）。

　以上のようた省エネ ノレギー対策が一巡した後では，省エネ ノレギーを一層すす

めるために，生産プ ロセス自体を省エネ ノレギー型にするための技術開発とその

ような設備の導入とが必要であ った。エネ ノレギー制約を克服するための対策 ，

とりわげ省エネ ノレギー対策にもとつく産業調整は，これを資本の再生産として

みれぱ，生産の伸長にたいして抑制的に作用することに留意されねぱならない 。

省エネ ノレギー型産業への政策的誘導は，経済成長率を低く抑える中でも巨大な

資本蓄積を進めさせる。すなわち，剰余価値を資本に転化する場合，転化する

剰余価値の大きさは，その大きさによっ てそのまま拡大再生産になるものでは

たいことを示している。剰余価値の資本への転化に当 って，剰余価値の大きさ

によっ て単純再生産か拡大再生産かがきまるわげではない。再生産それ自体が

巨大な剰余価値量を必要とし，この傾向が益々 強くなってきているところに ，

今目的特徴をみる必要があるのである。これがｒ過剰蓄積」の処理である 。

　経済拡大のテソポとは関係たく ，巨大た剰余価値が必要であり ，その巨大な

剰余価値を資本へ転化することが，今日の新しい技術革新に結びついている 。

企業，産業 レベノレにおげる新しい技術革新が，どのようた投資でどのようたシ

ステムを作りあげ，それが生産額にどのように影響するのかについて，具体的

分析が必要である。しかし，本稿では，このような具体的分析の余裕がないの

で， 別稿に残す課題とせざるをえたい 。

　そこで，つぎに産業調整にたいする技術革新の係わりを検討する必要がある 。

その場合に，産業の「創造的知識集約化」に焦点をあてて述べることにしよう 。

　１９８０年代の技術政策は，「８０年代の通産政策のビジ ョソ」のほか，科学技術

関係閣僚連絡会議がまとめた「科学技術政策の在り方について」（１９８０年）によ

って，その方向が示されている。これらの政策方針によれは，（１）エネ ノレギー制

約の打開，（２）生活の質的向上および地域杜会の充実，（３）産業の創造的知識集約

化， （４）次世代技術革新への挑戦の杜会的二一スにたいし，民間活力の発揮しや

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１８）



　　　　　　　　　　　　現代産業合理化論序説（１）（三好）　　　　　　　　　　　　ユ９

すい環境を整備することを政策の基本としつつ，基盤となる産業技術，リスク

が大きい大規模システム技術，杜会 システム技術にたいしては，特に政策努力

するものとされている（前掲ｒ通商産業』（２），３５８～３５９べ 一ジ）。

　ところで・産業のｒ制度的知識集約化」の中心は，情報関連産業，航空機産
業・ 宇宙産業である。これらの産業は他産業への技術的波及効果が高く ，今後

の技術革新をリードすることカミ期待されている。これらの産業が，最新の生産

力基軸として位置つげられる場合，これを軸にした展開は，製品およぴ生産工

程のイソテリジ ェソト化やスベシャリティ 化， フレキシビリティー化を進める

ことにな札　さらに１産業組織上では，システム化（異業種間，異技術問の連携

による新機能の創出）・フィートハソク化（最終需要部門と中問材　素材部門問の新製

品企画・技術開発などの連携）が進行する 。　しかも，産業組織は，情報システム

化が急速な進行を予想されるもとで，より高度に組織化されるものと思われる 。

たとえぱ１生産管理システムの高度化は，外注加工先も杜内の加工延長部門と

して位置づげることになり ，外注先も高度の管理システムを要求されることに

なる。設計，製造関連情報のネ ットワーク化（ＣＡＤ ・ＣＡＭ化の異企業問の展

開）は・生産の効率化，ノウハウの分散防止，ネ ヅトワーク設備費用の削減な

どの理由から下請再編の要因ともなるといわれている（通商産業省 ・産業政策局

編『企業情報ネ ットワークー競争と協調のベストミックスー』コソピュータ ・工一ジ杜 ，

１９８５年，１２７べ一ジ）。 以上の例によっ て明らかなように，企業問情報ネ ットワー

ク　　その前提として企業内情報不ヅトワークの成立がある　　，企業間格差

の拡大，ネ ットワークの構築 ・運用をめぐる競争阻害，各種プ ロトコノレ不統一

による取引関係の硬直化のおそれなど，産業組織に与える影響は大きいものと

予想されている（同上書，５１～５３ぺ 一ジ）。

　「創造的知識集約化」の推進は，生産工程はもとより異業種，異企業，異技

術問の関係を大きく変えるものである。しかも情報化の進展は，産業組織にた

いする影響として多くの課題を投げかけるのである。今日 ，ＭＥ化（マィクロ

ェレクトロニクス化）と呼ぼれるものは，このような広がりをもっ て影響するも

のである。そこで，ＭＥ化は，情報化のレベルまで含めてとらえる必要がある

　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ９）



２０　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３４巻 ・第１号）

ことを強調したげれぱたらないし，企業情報ネ ットワークの移成において，剰

余価値の資本への転化をとらえ，それが巨大な資本蓄積でありたがら経済成長

とＬては低い伸長率であることを明らかにしなけれぽたらないことを指摘して

おく
。

　　 １）企業の杜会的責任に関心が示され始めたのは，１９６０年代の中頃からである。米

　　　国経済開発委員会（Ｃ　Ｅ　Ｄ）において，１９６６年にデビ ッド ・Ｅ ・リリエソソール

　　　を委員長とするｒ企業の組織と行動に関する小委員会」がまず手がげたといわれ

　　　る 。Ｃ　Ｅ　Ｄが，それまで以上に杜会問題に注目しだしたことによっ て， さきの小

　　　委員会の関心は大企業の努力で解決できる杜会間題があるのではないか，という

　　　方向にむげられた。こうしてその後のＣ　Ｅ　Ｄの提言の中で，企業は杜会的要請に

　　　応えるための一層の努力をすべきであり ，企業と政府が効果的なパートナーシッ

　　　プを作りだす必要があるという考えを打ち出すことにたった 。

　　　　Ｃ　Ｅ　Ｄの示す企業の杜会的責任は，ｒ企業は公衆の合意のうえにはじめて機能

　　　しうる」（経済開発委員会著 ・経済同友会編訳ｒ企業の杜会的責任』鹿島出版会 ，

　　　 １９７２年，９ぺ一ジ）ということに出発点が据えられている。また，企業の目標

　　　は，貧困の追放，能力開発，教育 ・訓練，就業と昇進の機会，生活環境，人問関

　　　係まで広範なものとされている 。

　　　　しかし，企業の杜会的責任論は，杜会が政脚こたいする圧力を通じて企業の存

　　　在を危うくしかねないことを危倶し，企業が杜会の福祉を積極的に増進させるこ

　　　とが企業の「啓発された自己利益」にかたうということを内容としている（同上

　　　書，３６ぺ 一ジ）。 企業の杜会的責任論は，ここに最もよくその思想が示されてい

　　　るといってよかろう 。

　　２）鉄鋼業におげる省エネ ノレギー関連の技術開発は，生産プ ロセスおよび操業の改

　　　善に関して，コークス比の低減を図るための高炉操業技術の開発，転炉技術の改

　　　良，連続鋳造比率の向上，熱問検査疵取技術，直送圧延技術の確立，コソピュー

　　　 ター制御技術の改善などがある。なお，省工不ノレギー設備設置状況を示せは，第

　　　　４表のとおりである 。

　　　　　　　　　　　　第４表省ニネルギー設備設置基数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：年末基数）

　　　　　　　　年４９５０５１５２５３５４５５５６　設備　　　　（１９７４）（１９７５）（１９７６）（１９７７）（１９７８）（ユ９７９）（１９８０）（１９８１）

連続鋳造設備１１１ 　１２２ 　１３０ 　１３０ 　１３１ 　１３７ 　１４１　
１４７

高炉炉頂圧発電設備　　 １　　　１　　　５　　　５　　 １０　　 ２１　　 ２４　　３１

コークス炉乾式消火設備　　一　　　一　　　 ２　　　３　　　３　　　３　　　４　　　７

（出所）通商産業省調ぺ

　　　鉄鋼新聞社編『鉄鋼年鑑』昭和５６，５７年度版より 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０）



第５表

現代産業合理化論序説（１）（三秤）

重要技術研究開発費補助金制度の沿革

２１

／補助金枠ユ ／補助傘の種美貝〕

４３年度
中核技術　　重点技術 ○Ｏ 　Ｏ 　Ｏ

応工機機
用業械械

・　　■　　一　一　一　　一 一 一　　　一 ・・‘．　　一・‘　‘　　．　・　一Ｉ‘一　一　ｉ■・　　一　　‘　■・一　　一一　一　　‘　一　‘　．　　．　‘　　ｉ　　一　　・　‘　　一一　’
一研 ．化一設

．．

設一一一一一一

４６年度
公害対卿支術 究試備備

補験 一筆等
助補試試

ｉ　一　　■　　．　　一 一 一 ｉ　　一　　一　　　　　一 ．　ｉ　ｉ　一　一　一　　　ｉ　一　・　一　一　‘　　一　一　一　一　　’　１　一　一　一　‘　■　１　　一　　一　‘　一　一　一　‘ 金助作作’　　　　‘

４§年度
住宅 ンステム技術

クｐ一ズドブロセス技術（４７年度から）

公害防止技術

一金研■奏 一一一ｉ－ｉ

　　究用○
　試化釜
　　作試

助補技
１一 金助術

一　　１　　　　　一　　　　　一　　’

ｉ 一
一　　　一

■
‘　　　　一

‘
一　　　　一　　　　■　　　　■　　　　■　　　　‘　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　ｉ　　　　一　　　　一　　　　一　　　　’　　　・　　　　・　　　　一　　　　’　　　　‘　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一　　　　一

一　　　■ ■　　　■
一金 ．企

．一一一
４９年度

窒素酸化物対策技術

未踏革新技術

・　　　　　ｉ　　　　　一　　　　　一　　一 ．　　　　　一 ｉ　　　　　　一

・ ・ ・
一　　　　　一 ‘　　・ ’ｉ・‘‘一一‘‘一一‘一一一一一一一■ ←　一 ■ ■ 一　　　一

５０乍度
省資源省エネルギー

潅尖喫撃将

技術 研
究

一　　一　　　　　■　　■　　■
一 一　　　一 ‘ 一　　　一

ｉ ｉ　　■　　一　　１ 一　　　　　一 ｉ　　ｉ　　‘ ・　　　ｉ　　　　一　　　一　　　一　　　　・　　　一　　　‘　　　　．　　　‘　　　一　　　一　　　　一　　　　’　　　　’　　　一 一　　　１ ’　　　一 一 ’　　　一 ■

５ユ年度
一開 一

発
補

環土…寛保企対榊芝術
跡

……一！　 一一一一

金

一　　　　　一　　一　　Ｉ　　　　一

． 一 ■
■　　　一

環境ｆ

鴛全対鷺１
ぺ一一 丁一

（談轟鰍ギ婁叡葺、技術）

’ 一　　■ 一　　ｉ 一 一　　一 ■

５２年 、度

企環
業境
化保
開企

一　　一　　一　　一　　一 一 ｉ 一
ｉ　　　　　一 ・　　　　　一　　　　　　ｉ　　一 一　　一　　一　　　　　一　　一　　　　　‘　　１　　一 一　　一　　一　　一　　■　　一　　・　　…　　　　　　　　　　　　．　　一　　■　　一　　・　　’　　一

「
■ 一　　　一 一

．猪
・．

‘

５３年度
省エネルギー技桁

補安
助全
金対
一策

技

一 ‘
ｉ　　　　一

一 ■　　ｉ　　　　　ｉ　　’

．み入一丁二■一
丁一一ｉ‘一一一・‘ Ｔ一

ド∴…イ
一　　　一 ‘　　・ ・ 一

担
■

５５年度

・　　・　　一　　一　　‘ 一 ・　　一 ｉ
一　　　　　一　　‘　　■ 一　　　　ｉ

一 一 一 ｉ　　一 一

５６年度

（出所）鉄鋼新聞社編『鉄鋼年鑑』昭和５６年度版より 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１）



２２　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３４巻 ・第１号）

　　３）第１次石油危機以後，総合二不ルギー調査会によるｒ昭和５０年代工不ルギー安

　　　定化政策（中問報告）」（１９７５年），「長期ユ不ルギ　需給暫定見通し」（１９７７年６

　　　月），ｒ省ニネ ノレギー政策の基本方向」（１９７７年８月），「２１世紀へのエネルギー戦

　　　略」（１９７８年）が発表されてきた。１９７９年には，「エネ ノレギーの使用の合理化に関

　　　する法律」が施行され，翌年には代替エネ ノレギー関連財源措置二法（特会法 ・税

　　　法）および「石油代替エネルギー開発及び導入の促進に関する法律」が成立し

　　　た 。

　　　　また，一方総合ニネ ノレギー対策推進閣僚会議が設置（１９７７年）され，エネルギ

　　　ー政策の重要な決定がなされてきた 。

　　４）そのほかに技術開発補助金も支給された。鉄鋼業にたいする重要技術研究開発

　　　費への補助金制度があるが（第５表），昭和５０（１９７５）年度からは，省資源省エネ

　　　ルギー技榊こも補助金枠が認められた。補助金にたいする省エネルギー技術枠に

　　　たいする助成金の比率は６％強から２１％強に達している（第６表）。

　　　　　　　　　　第６表技術枠別補助金交付状況の推移　　　　　　 一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：１００万円）

中　核　技　　術　等 環境保全
安全対

省エネ ノレ

住宅シス 未踏革新
　　術

ギー技術 合計
中核技術 重点技術 テム技術

・」・

計 策技術

１９７２ （１５）１ ，１７９ （２４）４０５ （３９）１ ，５８４ （１４）６７０ （５３）２，２５４

１９７３ （１６）１ ，１２９ （１７）４８２ （１１）　９０ （４４）１ ，７０１ （２４）１ ，５６０ （６８）３，２６１

１９７４ （１５）１ ，１４７ （１７）４５０ （９）１９２ （１４）１５０ （５５）１ ，９３９
（３０）２，２２０ （８５）４，１５９

１９７５ （１４）１ ，０３８ （２４）４３１ （８）１１８ （１４）１７８ （６０）１ ，７６５
（３１）１ ，９３１ （１３）４６１ （１０４）４，１５７

１９７６ （１９）８７５ （３５）８２４ （１１）１４８ （１９）２０９
（８４）２，０５６ （３８）１ ，５５０ （１１）２４６ （１３３）３，８５２

１９７７ （１９）９２１ （２４）７１３ （６）１４１ （１９）２５３ （６８）２，０２８
（２９）１ ，１５８ （８）２１７ （１０５）３，４０３

１９７８ （２４）９１４ （１８）６９５ （３）　９９ （１７）２４９ （６２）１ ，９５７ （１６）８３３ （９）３６４
（８７）３，１５４

１９７９ （２６）１ ，１２４ （１０）３４７ （４）１０３ （１９）３６９ （５９）１ ，９４２ （２３）８３３ （６）３３６
（８８）３，１１２

１９８０ （２８）１ ，１５１ （４）４３２ （２）　８８ （２０）３５５
（５４）２，０２６ （１８）７３３ （１２）３５８ （８４）３，１１８

１９８１ （２９）１ ，１５１ （７）４３２ （２）　８８ （１９）３５５
（５７）２，０２６ （１４）５８１ （１３）３９１ （８４）２，９９８

１９８２ （３０）１ ，１８１ （８）２２８ （２）　１５ （１２）３４５
（５２）１ ，７６９ （１８）５２３ （１８）６２４ （８８）２，９１６

（注）１．かっこ内は件数
　　 ２　省工矛ルギー技術枠の７５～７７年度欄は，従前の省資源省工矛ルギー技術枠分を計上
　　 。１省

エネルギー技術枠の・い・年度は民生用機器の競争開発ソーラーシステムの実証技術関係開発分を

　　　合まない 。
（出所）鉄鋼新闘杜編『鉄鋼年鑑』昭和５７年度版より 。

（２２）


